
第２回日本郵政グループのサービスについてご意見を伺う会（福知山） 

次   第 

 

 

 

日時：平成 22 年 1 月 14 日（木）13：00～15：00 

 

場所：ホテルロイヤルヒル福知山 ２階 金蘭銀蘭の間 

 

 

議題：１ 曽野日本郵政株式会社取締役挨拶 

２ 渡邉日本郵政株式会社取締役挨拶 

３ 意見交換 

 

資料：１ 「日本郵政グループの概要」（日本郵政株式会社） 

２ 「日本郵政グループ平成 22 年 3 月期中間決算の概要」 

  （平成 21 年 11 月 25 日、日本郵政株式会社） 

３ 「近畿支社エリアの郵便局の現況及びサービスの状況」 

  （郵便局株式会社近畿支社） 

４ 「郵便事業株式会社の状況」（郵便事業株式会社） 

５ 「オピニオンリーダーに対するインタビュー結果」等 

   （第 51 回郵政民営化委員会（平成 20 年 12 月 25 日）資料） 

６ 「郵政改革の基本方針」（平成 21 年 10 月 20 日閣議決定） 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日本郵政グループの概要 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
日本郵政株式会社 

平成22年1月14日 

 
 
 
 
 
 
 



 

 

 
 
１ 日本郵政グループの構成 

日本郵政グループを構成する主な会社は、以下のとおりです。 

株式会社ＡＮＡ＆ＪＰエクスプレス

100.0％

60.0％

66.0％

33.3％

45.0％

51.0％

51.0％

67.6％

7.5％

100.0％

100.0％

100.0％

100.0％

51.0％

100.0％

100.0％

100.0％

日本郵便輸送株式会社

ＪＰエクスプレス株式会社

ＪＰサンキュウグローバルロジスティクス株式会社

株式会社ＪＰメディアダイレクト

ＳＤＰセンター株式会社

ゆうせいチャレンジド株式会社

株式会社かんぽ生命保険

日本郵政スタッフ株式会社

株式会社ＪＰ物流パートナーズ

日本郵政株式会社

郵便事業株式会社 株式会社ＪＰロジサービス

ＪＰビズメール株式会社

株式会社ゆうちょ銀行

郵便局株式会社

郵便局ビジネスサポート株式会社

       注１： ％は議決権割合（2009 年（平成 21 年）9 月 30 日現在） 

注２：      は関連会社 



 ２ 主なグループ会社の概要 
 

名称 日本郵政株式会社 郵便事業株式会社 郵便局株式会社 株式会社ゆうちょ銀行 株式会社かんぽ生命保険 

会長 西岡 喬 北村 憲雄 古川 洽次 川 茂夫 進藤 丈介 

社長 齋藤 次郎 鍋倉 眞一 永富 晶 井澤 吉幸 山下 泉 

資本金 3 兆 5,000 億円 1,000 億円 1,000 億円 3 兆 5,000 億円 5,000 億円 

株主 財務大臣 100％ 日本郵政株式会社 100％ 

従業員数 3,332 名 95,631 名 112,726 名 11,675 名 5,770 名 

主な業務内容 グループ会社に対する

経営管理 

郵便・国内物流事業、

国際物流事業、ロジス

ティクス事業 

郵便やゆうパック等に

関する窓口業務、印紙

の売りさばき、銀行代

理業、金融商品仲介

業、生命保険・損害保

険の募集業務、不動産

業、物販業、地方公共

団体からの受託業務 

銀行業 生命保険業 

主な事業所 人事・経理集約センタ

ー1、健康管理事務セ

ンター1、健康管理施

設 48、ファシリティセン

ター7、病院 14、宿泊

施設 71、郵政資料館 1

支社 13、支店 1,091、 

集配センター2,556、国

際郵便決済センター1、

郵便輸送センター2、物

流センター4、お客さま

サービス相談センター1

（郵便ポスト 192,213） 

支社 13、郵便局 24,176

（直営の郵便局 20,237、

簡易郵便局 3,939）、研

修センター11、お客様サ

ービス相談センター1 

営業所 234（統括店 13、

一般店 221）、地域セン

ター49、貯金事務センタ

ー11、貯金事務計算セ

ンター2 

（ATM26,136） 

直営店 80（統括支店 13、

支店 67）、サービスセン

ター5、コールセンター1 

 注１：資本金、株主、従業員数、主な事業所は、2009 年（平成 21 年）3月 31 日現在。 
 注２：連結ベースの従業員数は、229,134 名。 
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日本郵政グループ

 

平成２２年３月期中間決算の概要

連結経常収益

8兆9,513億円

連結経常利益

5,050億円

連結中間純利益

2,009億円

連結総資産

303兆6,047億円

連結純資産

9兆3,514億円

郵便局における営業活動の成果により、営業収益をほぼ前年水準で維持する一方、営業

費用の伸びを抑えた結果、経常収益 6,443億円 、経常利益 365億円を計上

経常利益では、前中間期（20/9期）並みの水準を確保するも、税金（課税所得）計算上

の影響により、中間純利益は 93億円

純粋持株会社としての機能のほか、病院事業、宿泊事業及びグループ共通事務の受託等に

より、経常収益 2,031億円、経常利益 1,161億円、中間純利益 1,129億円を計上

積極的な営業展開により、貯金残高 176兆4,443億円（21/3末比 ▲1.0兆円 減少幅は縮小）、

貯金残高（未払利子込み） 177兆617億円（同▲0.9兆円）

経常収益 1兆1,296億円、経常利益 2,648億円、中間純利益 1,581億円

業務純益 2,526億円、自己資本比率（バーゼルⅡ） 94.46％

総取扱物数は、101億1,890万通(個)(20/9比 ▲2.4％)、郵便物 88億991万通（同 ▲3.8％）、

ゆうパック 1億2,916万個（同 ▲2.6％）、ゆうメール 11億7,984万個（同 ＋9.4％）

景気悪化の影響が継続する中、経常収益 8,331億円、経常損失 197億円、中間純損失

193億円と前中間期並みの損益を計上

郵便局会社との連携による営業推進態勢の強化により、個人保険の新契約件数は105万件

(20/9比＋15万件)

経常収益 6兆9,124億円、経常利益 2,122億円、中間純利益 380億円

保険料等収入 3兆7,834億円、基礎利益 2,319億円、内部留保残高（価格変動準備金、危険

準備金）3兆3,537億円、ソルベンシー・マージン比率 1,528.9％
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日本郵政

グループ（連結) 日本郵政
（単体）

郵便事業会社
（単体）

郵便局会社
（単体）

ゆうちょ銀行
（単体）

かんぽ生命保険
（単体）

経常収益 89,513 2,031 8,331 6,443 11,296 69,124

前年同期(20/9)比 ▲5,355 +300 ▲257 ▲71 ▲1,507 ▲4,026

経常利益 5,050 1,161 ▲197 365 2,648 2,122

前年同期(20/9)比 +825 +385 +7 ▲15 +128 +1,059

中間純利益 2,009 1,129 ▲193 93 1,581 380

前年同期(20/9)比 ▲215 +349 ▲3 ▲115 +79 +133

経常利益 9,400 1,360 430 590 4,600 3,500

前年(21/3)比 +1,094 +260 ▲159 ▲248 ＋747 ＋1,357

当期純利益 4,300 1,390 230 340 2,700 640

前年(21/3)比 +72 +299 ▲68 ▲68 +406 ＋256

当中間期の経営成績

日本郵政グループ

 

平成２２年３月期中間決算の概要（資料）

通期見通し（平成22年3月期）

（単位：億円）

（注1）億円未満の計数は切捨てております。また、連結合計値と、単体計数の合算値とは、他の連結処理のため、一致しません。

（注2）通期見通しにつきましては、経営環境に関する前提条件の変化等に伴い、予想と異なる可能性があります。
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郵便事業会社

 

平成２２年３月期中間決算の概要

①20/9
中間期

②21/9
中間期

増減
(② - ①)

増減率
（%）

総取扱物数

（通）
103億6,878万 101億1,890万 ▲2億4,988万 ▲2.4%

郵便物

 

（通）
91億5,756万 88億991万 ▲3億4,765万 ▲3.8%

ゆうパック

 

（個）
1億3,255万 1億2,916万 ▲339万 ▲2.6%

ゆうメール

 

（個）
10億7,867万 11億7,984万 +1億117万 +9.4%

郵便物の推移 荷物（ゆうパック、ゆうメール）の推移（億通） （億個）

91.6

212.3

（ゆうメール）

 

11.8

（ゆうパック）

 

1.3

（ゆうメール）

 

10.8

（ゆうパック）

 

1.3

20/9

（中間）

21/3

21/9

（中間）

21/9

（中間）

20/9

（中間）

21/3

88.1

▲3.8％
+9.4％

▲2.6％

（ゆうメール）

 

24.2

（ゆうパック）

 

2.8

①20/9中間期 ②21/9中間期 増減(②

 

-

 

①) 21/3期（通期実績） 22/3期（通期予想）

経常収益 8,588 8,331 ▲257 18,874 18,370

経常利益 ▲204 ▲197 +7 589 430

中間（当期）純利益 ▲189 ▲193 ▲3 298 230

営業収益 8,457 8,218 ▲238 18,652 18,150

営業費用 8,755 8,488 ▲267 18,203 17,870

営業利益 ▲298 ▲269 +28 448 280

《営業利益ﾍﾞｰｽ》

（単位：億円）

総取扱物数は、101億1,890万通(個)(20/9比 ▲2.4％)、郵便物 88億991万通（同 ▲3.8％）、 ゆうパック 1億2,916万個（同 ▲2.6％）、ゆうメール

11億7,984万個（同 ＋9.4％）

景気悪化の影響が継続する中、経常収益 8,331億円、経常損失 197億円、中間純損失 193億円と前中間期並みの損益を計上（営業の形態として下期

のウエイトが高く、利益が下期に偏る傾向にあるため、中間期においては、経常損失、中間純損失を計上）
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郵便局会社

 

平成２２年３月期中間決算の概要

（単位：億円）

①20/9中間期 ②21/9中間期 増減(②

 

-

 

①) 21/3期（通期実績） 22/3期（通期予想）

経常収益 6,515 6,443 ▲71 13,261 13,150

経常利益 380 365 ▲15 838 590

中間（当期）純利益 209 93 ▲115 408 340

営業収益 6,351 6,295 ▲55 12,932 12,880

うち受託手数料 6,252 6,221 ▲30 12,765 12,690

郵便窓口業務等手数料 996 958 ▲37 2,132 2,200

銀行代理業務手数料 3,155 3,250 +94 6,481 6,390

生命保険代理業務手数料 2,099 2,011 ▲87 4,152 4,100

営業費用 6,059 5,985 ▲73 12,248 12,380

営業利益 292 310 +18 683 500

《営業利益ﾍﾞｰｽ》

郵便局における営業活動の成果により、営業収益をほぼ前年水準で維持する一方、営業費用の伸びを抑えた結果、経常収益 6,443億円、

経常利益 365億円を計上

経常利益では、前中間期（20/9期）並みの水準を確保するも、税金（課税所得）計算上の影響（注）により、中間純利益は 93億円

（注）

 

主として、上期に予定していた退職が下期にズレたことによる（退職金支払いは、税負担を軽減する効果がある）
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ゆうちょ銀行

 

平成２２年３月期中間決算の概要

①20/9中間期 ②21/9中間期 増減(②

 

-

 

①) 21/3期（通期実績） 22/3期（通期予想）

経常収益 12,803 11,296 ▲1,507 24,885 22,300

経常利益 2,520 2,648 +128 3,852 4,600

中間（当期）純利益 1,501 1,581 +79 2,293 2,700

業務純益 2,811 2,526 ▲285 4,806

①21/3期 ②21/9中間期
増減

(② - ①)

自己資本比率 92.11％ 94.46％ +2.35％

貯金残高 177兆4,798億円 176兆4,443億円 ▲1兆354億円

貯金残高

（未払利子込み）
178兆500億円 177兆617億円 ▲9,882億円

178.0兆円

187.3兆円

182.3兆円
179.1兆円

貯金残高（未払利子込み）の推移

（単位：億円）

▲4.9兆円

▲3.2兆円

▲1.0兆円

（兆円）

0

積極的な営業展開により、貯金残高 176兆4,443億円（21/3末比 ▲1.0兆円 減少幅は縮小）、貯金残高（未払利子込み） 177兆617億円（同 ▲0.9兆円）

経常収益 1兆1,296億円、経常利益 2,648億円、中間純利益 1,581億円

業務純益 2,526億円、自己資本比率（バーゼルⅡ） 94.46％

177.0兆円

▲0.9兆円
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かんぽ生命

 

平成22年３月期中間決算の概要

0

50

100

150

10-3月 4-9月 10-3月 4-9月

0

1

2

3

4

5
①21/3期 ②21/9中間期

増減

(②

 

-

 

①)

ソルベンシー・

マージン比率
1,429.7％ 1,528.9％ +99.2％

内部留保残高 3兆3,328億円 3兆3,537億円 +209億円

（単位：億円）

契約状況の推移

（

 

件数：万件） （

 

金額：兆円）

―

 

新契約（個人保険）の状況

 

－
（

 

件数：万件） （

 

金額：兆円）

郵便局会社との連携による営業推進態勢の強化により、個人保険の新契約件数は105万件(20/9比＋15万件)

経常収益 6兆9,124億円、経常利益 2,122億円、中間純利益 380億円

保険料等収入 3兆7,834億円、基礎利益 2,319億円、内部留保残高（価格変動準備金、危険準備金）3兆3,537億円、ソルベンシー・マージン

比率 1,528.9％

19年度 20年度 21年度

件数:59万件

金額:1.6兆円

件数:90万件

金額:2.5兆円

件数:102万件

金額:2.9兆円

件数:105万件

金額:3.1兆円

①20/9中間期 ②21/9中間期 増減(②

 

-

 

①) 21/3期（通期実績） 22/3期（通期予想）

経常収益 73,151 69,124 ▲4,026 155,337 147,400

経常利益 1,063 2,122 +1,059 2,142 3,500

中間（当期）純利益 247 380 +133 383 640

基礎利益 2,298 2,319 +21 4,324

個人保険

 

新契約（件数） 900,444 1,053,825 +153,381 1,917,207

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

90

100

110

120

130

140

150

20/3 20/9 21/3 21/9

件数:4,334万件

金額:120.1兆円

件数:4,603万件

金額:127.5兆円

件数:4,930万件

金額:136.3兆円

件数:5,218万件

金額:144.2兆円

―

 

受再している簡易生命保険の保有契約状況

 

―



郵 便 局 株 式 会 社
近 畿 支 社

近畿支社エリアの郵便局の現況近畿支社エリアの郵便局の現況
及びサービスの状況及びサービスの状況

平成２２年１月１４日



１
 

郵便局の設置状況

平成２１年１０月末現在

郵 便 局

簡易郵便局

全 国

24,230局

20,228局

4,002局

近 畿

3,461局

3,113局

348局 一時閉鎖の簡易郵便局数の推移

兵庫
965局

843局

122局

京都
477局

443局

34局

317局
和歌山

263局

54局

320局
奈良

241局

79局1,124局
大阪

30局

1,094局
258局
滋賀

229局

29局

郵便局の設置状況

郵便局株式会社法

 

第５条（郵便局の設置）

会社は、総務省令で定めるところにより、あまねく全国において利用されることを

 

旨として郵便局を設置しなければならない。

郵便局株式会社法施行規則

 

第２条（郵便局の設置基準）

郵便局株式会社法第５条の規定に基づく郵便局の設置基準について、会社は、過疎
地については、法の施行の際現に存する郵便局ネットワークの水準を維持することを
旨として次に掲げる基準により郵便局を設置するものとする。
１

 

地域住民の需要に適切に対応することができるよう設置されていること。
２

 

いずれの市町村（特別区を含む。）についても一以上の郵便局が設置されている
こと。

３

 

交通、地理その他の事情を勘案して地域住民が容易に利用することができる位置
に設置されていること。

郵便局の設置に関する法令

－１－

（分室含む）
郵便事業会社支店

 

：1091

ゆうちょ銀行営業所：

 

234

かんぽ生命保険支店：

 

80

郵便事業会社支店

 

：180

ゆうちょ銀行営業所：

 

44

かんぽ生命保険支店：

 

10

郵便事業会社支店

 

：46

ゆうちょ銀行営業所：12

かんぽ生命保険支店：

 

2

郵便事業会社支店

 

：27

ゆうちょ銀行営業所：

 

4

かんぽ生命保険支店：

 

1

郵便事業会社支店

 

：12

ゆうちょ銀行営業所：

 

1

かんぽ生命保険支店：

 

1

郵便事業会社支店

 

：12

ゆうちょ銀行営業所：
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郵便局の商品・サービス
 （１）安心と安全のために

○変額年金保険
平成20年5月～、全国166局（近畿25局）

○法人（経営者）向け生命保険
平成20年10月～、全国124局（近畿20局）

○自動車保険
平成19年10月～、全国600局（近畿79局）

○第三分野保険
平成20年10月～、全国1,000局（近畿137局）

お得な割引や便利
なサービスを各種
ご用意しています。

ＥＸＰＡＣＫ５００
全国５００円均一
で手軽に､安く､早
く､確実にお届け
します。

お買い物や公共料金の支払いなど、生活の身近な
シーンで使えば使うほどメリットがある、
ＩＣチップ搭載のクレジットカードです。
追加で家族カード・ＥＴＣカード・ＰｉＴａＰａ
カード・ｉＤ（ケータイ）などの発行可能なカー
ドもあります。

【発行開始】
平成20年5月1日～

 

MasterCard、ＶＩＳＡ
平成21年1月13日～

 

ＪＣＢ

ゆうパック
お米もＯＫ

ＪＰバンクカード

各種保険の委託販売

ゆうちょボランティア貯金

お申し込みをいただいたお客さまの通常貯金などの利子の２０％が

 
寄附金となり、開発途上国・地域における民間援助団体などの活動

 
に役立てられます。（平成２０年１０月１日～）

平成２１年３月末までの半年間で、10,070件のお申し込みを
いただき、寄附金は総額で394,302円に上り、６月４日に独立
行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）の「ゆうちょ・ＪＩＣＡ
ボランティア基金」口座に入金しました。

特約で安心をもう一つ

入院特約「その日から」は、１日以上の入
院を支払い対象とするなど、基本的な保障
をシンプルで分かりやすくご提供する商品
として平成20年7月に販売を開始しました。

【無配当疾病傷害特約(1,000万円)を付加されていた場合】

①日帰り入院（０泊１日の入院）からお支払いします。
②１入院につき、１２０日分までお支払いします。
③１日当たり、15,000円お支払いします。



（２）くらしを彩る①

－３－

平成２２年年賀はがき

南禅寺襖絵「群虎図」より
狩野探幽 筆

カタログ販売

地域の様々な特産品をお客さまにお届けしています。

総合印刷サービス

郵便局ＷＥＢサイト内にある郵便局通販ショップ「総合
印刷サービスサイト」にて、「総合印刷サービス」の取
扱いを行っています。（http://print.postal-jp.com）

挨拶状印刷 名刺印刷 封筒印刷

絵入り年賀（寄附金付）全国版 絵入り年賀（寄附金付）地方版

滋賀県
比良山系雪景色

京都府
『源氏絵鑑帖』
巻四十五 橋姫

大阪府
神農さん

（張子の虎）

兵庫県
和紙ちぎり絵

明石海峡の日の出

奈良県
平城遷都1300年祭

平城宮跡の夜明け

和歌山県
潮岬暁光

滋賀県産近江牛
兵庫県但馬産

こだわりのコシヒカリ 紀州の訳あり梅干
大阪岸和田
かねちかの桃





（３）くらしを支える①

郵便局では、地方公共団体からの委託を受けて、各種証明書の交付
や公営バス回数券・ゴミ袋の販売事務などを行っています。

平成21年9月末現在

近畿エリア内の実施状況

－５－

・戸籍の謄本、抄本等
・納税証明書
・外国人登録原票の写し
・住民票の写し
・戸籍の附票の写し
・印鑑登録証明書

証明書交付事務 受託交付・販売事務

・敬老優待乗車証の申請受付
・敬老優待乗車証の交付
・公営バス回数券の販売
・ごみ処理券・ごみ袋の販売

市町村との連携サービス

【トピックス】
兵庫県住宅再建共済基金様から感謝状を
いただきました。

兵庫県

京丹後市

綾部市

京丹波町

南丹市

京都市

甲賀市

豊中市

大阪市

堺市

精華町

広陵町
(受託窓口事務も実施)

日高川町

田辺市

明石市
(加入申込取次事務も実施)

十津川村

証明書交付事務

受託交付・販売事務

加入申込取次事務

【証明書交付事務取扱いのイメージ】

事 務
全 国 近 畿

自治体数 郵便局数 自治体数 郵便局数

証明書交付事務 １５４ ５７６ ５ １６

受 託 交 付 事 務 ９ １，３５６ ２ ３２９

受 託 販 売 事 務 １００ １，３５５ １０ ５４２

そ の 他 ３ １，２３５ ２ １，２３４

その他

・各種申請書の取次ぎ
・その他



（３）くらしを支える②

－６－

社会・地域社会への貢献の推進

使用済みインクカートリッジの回収

プリンタメーカー６社と協力し、

 
使用済みインクカートリッジの

 
共同回収を行っています。
回収箱は全国の主要な郵便局

 
3,639局（平成21年10月末現在)

 
に設置されています。

地域発行の商品券の販売

地域に点在する郵便局ネットワークの利便性を活用すべく、地方公共団体や
商工会議所・商工会などが発行する地域限定商品券を販売しています。

【近畿エリアでの販売状況】

商品券名 発行元 販売地域 販売開始

姫路しらさぎ商品券 姫路商工会議所
姫路市内９３郵便局

ほか

平成２１年４月２８日

６月２２日

加東伝の助

プレミアム商品券
加東市商工会 加東市内８郵便局 平成２１年１０月１５日

摂津市セッピィ

商品券
摂津市

摂津市内９郵便局

ほか
平成２１年１２月３日

ＩＳＯ１４００１の認証取得

日本郵政公社時の平成１９年３月に取得した、環境マネジメン

 
トシステムの国際規格であるＩＳＯ１４００１の認証を、７１

 
の郵便局、郵便事業㈱の７７支店、㈱ゆうちょ銀行の２７店舗

 
において継承し引き続き取り組んでいます。

【近畿エリアでの認証取得郵便局（９局）】
大津中央、京都中央、福知山、枚方東、神戸中央

 

尼崎、
姫路、奈良中央、和歌山中央

防災協定

地方公共団体からの要望などにより、防災協定の締結実施を
継続しています。

こども１１０番

こどもに関する事件・事故を未然に

 
防止するため、郵便局を一次保護や

 
１１０番通報による警察への連絡な

 
どの一時的措置をとる避難場所とし

 
て提供しています。

【近畿エリアでの締結状況】(平成21年6月末現在)
７２市町村（1,022局）

【回収の流れ】

電気自動車の試行導入

地球温暖化対策の一環として、

 
平成21年11月26日より、営業用

 
として全国の５拠点に配備しま

 
した。
近畿では神戸中央郵便局に配備

 
されています。



0

郵便事業株式会社の状況

平成２２年１月１４日

郵便事業株式会社
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①
 

郵便事業会社の拠点

全国 京都府 近畿（※1）

（全国に占める割合） （全国に占める割合）

支店
（※2）

1,091 27 2.5% 180 16.5%

集配センター
（※2）

2,544 22 0.9% 198 7.8%

郵便切手類販売所等
（※3）

144,481 2,562 1.8% 18,953 13.1%

郵便ポスト
（※3）

192,213 3,993 2.1% 28,647 14.9%

合 計 340,329 6,604 1.9% 47,978 14.1%

※1 「近畿」は、京都府、滋賀県、奈良県、和歌山県、大阪府及び兵庫県。以下、本資料において同じ。
※2 平成２１年１１月３０日現在
※3 平成２１年

 

３月３１日現在

○

 

全国２万４千の郵便局のほか、以下のアクセスポイントにより郵便ネットワークを構成。



2

②
 

郵便事業株式会社のネットワーク（京都府）

支店

集配センター

統括支店

凡 例

周山

久御山

美山

郷ノ口

京都

久美浜

綱野
丹後

伊根

野田川

加悦

岩ヶ鼻

福知山

夜久野

三和

八津合

梅迫

山城木津

和束

南山城

笠置

園部

和知

丹波 日吉

西舞鶴

亀岡本梅

【北部】 【南部】

峰山

宮津
東舞鶴

綾部

京都北

左京

中京

山科

伏見東

東山

宇治

西陣京都西

右京

向日町

洛西

山崎

山城八幡
山城田辺

城陽

伏見
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③
 

郵便物等の引受状況（平成２０年度）

種類別 全国
（単位：千通） 京都府

（単位：千通）
（全国に占める割合）

府民一人当たりの

 

差出物数(※)
（単位：通）

近畿
（単位：千通）

（全国に占める割合）

総計 23,929,935 511,016 2.14% 194.4 4,253,516 17.77%

郵便物 21,227,985 439,159 2.07% 167.0 3,769,466 17.76%

内国 21,158,740 437,965 2.07% 166.6 3,762,572 17.78%

普通 20,587,495 429,093 2.08% 163.2 3,665,634 17.81%

第一種 10,332,283 175,604 1.70% 66.8 1,778,880 17.22%

第二種 6,867,688 163,012 2.37% 62.0 1,265,149 18.42%

第三種 449,705 17,058 3.79% 6.5 88,854 19.76%

第四種 25,785 1,309 5.08% 0.5 4,782 18.54%

年賀 2,900,641 71,946 2.48% 27.4 526,519 18.15%

選挙 11,393 164 1.44% 0.1 1,450 12.73%

特殊 571,245 8,872 1.55% 3.4 96,938 16.97%

国際 69,245 1,194 1.72% 0.5 6,894 9.96%

通常 57,835 937 1.62% 0.4 4,738 8.19%

小包 1,567 37 2.36% 0.0 253 16.18%

ＥＭＳ
（国際スピード郵便） 9,843 221 2.24% 0.1 1,903 19.34%

荷物 2,701,950 71,857 2.66% 27.3 484,049 17.91%

ゆうパック 277,057 5,408 1.95% 2.1 56,995 20.57%

ゆうメール 2,424,893 66,449 2.74% 25.3 427,054 17.61%

※

 

京都府の人口は、２，６２９千人（総務省統計局人口推計：平成20年10月１日現在推計人口）
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④
 

京都府を中心とした郵便物等の流れ

○

 

京都府で引き受けた郵便物等のあて先
都道府県 割合

郵
便
物
（
第
一
種
定
形
・
第
二
種
の
み
）

１ 京都府 58.1%

２ 大阪府 8.7%

３ 東京都 7.6%

４ 滋賀県 3.2%

５ 兵庫県 2.8%

６ 愛知県 1.8%

７ 神奈川県 1.6%

８ 奈良県 1.2%

９ 福岡県 1.1%

10 埼玉県 1.0%

都道府県 割合

郵
便
物
（
第
一
種
定
形
・
第
二
種
の
み
）

１ 京都府 55.3%

２ 大阪府 14.0%

３ 東京都 13.5%

４ 兵庫県 1.9%

５ 奈良県 1.5%

６ 愛知県 1.5%

７ 神奈川県 1.4%

８ 滋賀県 1.3%

９ 埼玉県 1.3%

10 岡山県 0.8%

都道府県 割合

荷
物
（
一
般
ゆ
う
パ
ッ
ク
の
み
）

１ 京都府 18.8%

２ 大阪府 9.7%

３ 東京都 9.3%

４ 神奈川県 6.1%

５ 北海道 5.3%

６ 兵庫県 5.2%

７ 愛知県 3.4%

８ 千葉県 3.0%

９ 滋賀県 2.9%

10 埼玉県 2.9%

○

 

京都府で配達する郵便物等の引受場所

都道府県 割合

荷
物
（
一
般
ゆ
う
パ
ッ
ク
の
み
）

１ 大阪府 20.4%

２ 京都府 17.3%

３ 東京都 9.1%

４ 兵庫県 4.7%

５ 愛知県 3.9%

６ 神奈川県 3.9%

７ 北海道 2.9%

８ 福岡県 2.4%

９ 岐阜県 2.2%

10 滋賀県 2.1%

※和歌山県は0.2%

※和歌山県は1.5％、奈良県は1.2%
※データはいずれも平成18年度6月期に実施した

 

調査の結果に基づく推計値。

※和歌山県は0.4%

※奈良県は1.4％、和歌山県は0.8%
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⑤
 

ふるさと切手の発行（１）

○

 

地方色豊かな風物などを題材とする郵便切手を介してふるさとを全国に紹介し、地域社会の

振興に貢献することを目的として「ふるさと切手」を発行しています。

○

 

民営化以降に発行した、京都府に関連するふるさと切手は以下のとおりです。

名称 発売日 種類 概要

1 旅の風景シリーズ

 

第1集 平成20年9月1日 80円切手 日本の代表的な観光地の風景や風物等を題材とした

 
「旅の風景シリーズ」の第1集。京都府の嵯峨野～

 
嵐山にちなんだデザイン。

2 旅の風景シリーズ

 

第2集 平成20年10月1日 80円切手 「旅の風景シリーズ」の第2集。京都府の清水寺～

 
祇園にちなんだデザイン。

3 地方自治法施行60周年記

 
念シリーズ

 

京都府
平成20年10月27日 80円切手 地方自治法施行60周年を記念し、順次発行される47

 
都道府県ごとの図柄による記念貨幣と連携して発行

 
する「地方自治法施行60周年記念シリーズ」の京都

 
府版。

4 ふるさとの花

 

第2集 平成20年12月1日 80円切手

50円切手

全国47都道府県の県花を題材として、日本の四季を

 
紹介していく「ふるさとの花」シリーズ第2集。題

 
材の一つに、京都府の「シダレザクラ」。

5 ふるさと心の風景

 

第4集 平成21年3月2日 80円切手 画家原田泰治が描いた昔懐かしい全国各地のふるさ

 
との風景やポストのある風景などを題材とした「ふ

 
るさと心の風景」シリーズの第4集。題材の一つに、

 
「京都府京都市」。
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⑤
 

ふるさと切手の発行（２）

1

 

旅の風景シリーズ

 

第１集 ２

 

旅の風景シリーズ

 

第２集

４ ふるさとの花 第２集

３

 

地方自治法施行60周年記念

 

京都府

５

 

ふるさと心の風景

 

第４集
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⑥
 

社会、地域社会への貢献の推進（ひまわりサービス等）
○

 

地方自治体、社会福祉協議会などと協力して、過疎地域の高齢者の方を対象に、「ひまわりサービス」として

外務社員による励ましの声かけ、定期的な励ましメッセージのお届け及び生活用品などの注文受付・配達等を

行っています。

近畿エリアにおける実施状況は下表のとおりです（１２自治体・１０支店）。

<参考>：全国における実施自治体数は、118自治体・97支店（平成21年3月末現在）。

○

 

地方公共団体からの要望などにより道路損傷状況の情報提供を実施しています。
近畿エリアにおける実施状況は下表のとおりです（１３７自治体・１３８支店）

 

。

○

 

地域の安全のため、こども１１０番の取組みにも参加しています。
近畿エリアにおける実施状況は下表のとおりです（１０７自治体・１３４支店）。

和歌山県滋賀県

31

(15)

奈良県

12

(22)

京都府

1,122

(857)

30

(40)

30

(37)

実施自治体数

（支店数）

（参考）全国計兵庫県大阪府（平成20年3月末）

18

(12)

16

(12)

和歌山県滋賀県

16

(12)

奈良県

13

(17)

京都府

960

(738)

22

(29)

30

(58)

実施自治体数

（支店数）

（参考）全国計兵庫県大阪府（平成20年3月末）

16

(11)

10

(7)

府県名 実施自治体（平成２１年３月末現在）

京都府 京丹波町、南丹市、京丹後市

奈良県 曽爾村

和歌山県 紀美野町、古座川町、有田川町、すさみ町、田辺市、北山村

兵庫県 佐用町、宍栗市

















郵政改革の基本方針 

 
平成 21 年 10 月 20 日 

閣  議  決  定  
 
 

郵政事業の抜本的見直し（郵政改革）については、国民生活の確

保及び地域社会の活性化等のため、日本郵政グループ各社等のサー

ビスと経営の実態を精査するほか、以下によるものとして検討を進

め、その具体的な内容をまとめた「郵政改革法案」（仮称）を次期通

常国会に提出し、その確実な成立を図るものとする。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



１．郵政事業に関する国民の権利として、国民共有の財産である郵

便局ネットワークを活用し、郵便、郵便貯金、簡易生命保険の基

本的なサービスを全国あまねく公平にかつ利用者本位の簡便な方

法により、郵便局で一体的に利用できるようにする。 

 

２．このため、郵便局ネットワークを、地域や生活弱者の権利を保

障し格差を是正するための拠点として位置付けるとともに、地域

のワンストップ行政の拠点としても活用することとする。 

 

３．また、郵便貯金・簡易生命保険の基本的なサービスについての

ユニバーサルサービスを法的に担保できる措置を講じるほか、銀

行法、保険業法等に代わる新たな規制を検討する。加えて、国民

利用者の視点、地域金融や中小企業金融にとっての役割に配慮す

る。 

 

４．これらの方策を着実に実現するため、現在の持株会社・４分社

化体制を見直し、経営形態を再編成する。この場合、郵政事業の

機動的経営を確保するため、株式会社形態とする。 

 

５．なお、再編成後の日本郵政グループに対しては、更なる情報開

示と説明責任の徹底を義務付けることとする。 

 

６．上記措置に伴い、郵政民営化法の廃止を含め、所要の法律上の

措置を講じる。 



 

ご発言内容のポイント（案） 

 

ご参考までに事務局で作成致しました。勿論これに限定するも

のではありませんので、ご自由にご発言ください。 

 

（地元関係者、利用者の方々） 

 

○ 現在の郵便局サービス（郵便、貯金、保険サービス等）

にご不満な点はございますか。 

商品・サービスの品揃え、料金・手数料、貯金や保険の

限度額、窓口の接遇や営業時間は、いかがでしょうか。 

 

○ 民営化（平成 19 年 10 月）前と比較して、郵便局サービ

スは良くなったとお考えですか、それとも、悪くなったと

お考えですか。 

新商品・サービスは、期待通りでしょうか。窓口の接遇

や待ち時間は改善されたでしょうか。 

 

○ 地方公共団体等との連携など、地域における郵便局の 

役割として、どのようなことを期待されていますか。 

ワンストップ・サービス（住民票の写し等の交付サービ

ス）の拡充や地域への資金還元について、いかがお考えで

しょうか。 

 

○ 商品・サービスの充実、地域経済の活性化への貢献など、  

今後、どのようなことを日本郵政グループに対して期待さ

れていますか。 



 

 

（郵便局長、郵便局員の方々） 

 

○ 民営化後、郵便局のお客様の反応は、よくなったでしょ

うか、それとも悪くなったでしょうか。 

お客様から、どのような苦情や不満を受けることが多い

でしょうか。 

 

○ 民営化に伴う業務手続き等の変更について、どのように

お考えでしょうか。 

 

○ 分社化の業務への影響については、いかがでしょうか。

窓口業務の委託元会社との連携の状況は、いかがでしょう

か。 

 

○ 地域における郵便局の役割について、どのようにお考え

でしょうか。 

ワンストップ・サービス（住民票の写し等の交付サービ

ス）の拡充等については、いかがでしょうか。 

 

○ どのような新商品・サービスがあればよい、とお考えで

しょうか。 

お客様から、どのような商品・サービスの要望を受ける

ことが多いでしょうか。 

 



 

 

（郵便事業株式会社の方々） 

 

○ 民営化後、お客様の反応は、よくなったでしょうか、  

それとも悪くなったでしょうか。 

お客様から、どのような苦情や不満を受けることが多い

でしょうか。 

 

○ 分社化の業務への影響については、いかがでしょうか。

郵便窓口業務を委託している郵便局株式会社との連携の状

況は、いかがでしょうか。 

 

○ 今年の年賀葉書の販売、集配の状況はいかがだったでし

ょうか。来年に向けての反省点や課題はございますか。 

 

○ ひまわりサービスや高齢者への声かけなど、郵便集配ネ

ットワークを活かした地域貢献活動について、どのように

お考えでしょうか。 

 

○ どのような新商品・サービスがあればよい、とお考えで

しょうか。 

お客様から、どのような商品・サービスの要望を受ける

ことが多いでしょうか。 

 



第２回日本郵政グループのサービスについてご意見を伺う会

 
ご出席の状況
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●
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●

■■
■

■

■

京都市
（３）

綾部市
（３）

福知山市

 
（９）

亀岡市

南丹市

京丹波町

与謝野町

舞鶴市
（１）

宮津市
（１）

京丹後市
（２）

≪凡例≫
郵便局利用者様

 

●
郵便局・支店

 

■

■

■

●

●

●

●

●

●

●

伊根町


